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≪労働力調査≫
・ 完全失業率（季節調整値）は，4.9％と前月と同率
・ 完全失業者数は，32４万人と前年同月に比べ25万人増加

≪消費者物価指数≫
・ 全国の消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）は，99.2（平成17年＝100）と前年同月に

比べ1.2％の下落

≪家計調査≫
・ 二人以上の世帯の消費支出は，26万1千円と前年同月に比べ実質0.5％の減少

（７か月ぶりの減少）

※：「住居」のほか，「自動車等購入」，「贈与金」，「仕送り金」を除いている。

　　また，実質化には消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。

完全失業者の対前年同月増減と完全失業率（季節調整値）の推移

消費者物価指数の推移

消費支出の対前年同月実質増減率の推移（二人以上の世帯）

完全失業率(季節調整値)は，4.9％と前月と同率。
就業者数は「医療・福祉」（10カ月連続増加）などで増加，「製造業」（22か月連続

全国の消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）は，前年同月に比べ1.2％下落。
穀類などの「生鮮食品を除く食料」，電気代などの「光熱・水道」などが下落に寄与。
二人以上の世帯の消費支出は，前年同月に比べ実質-0.5％と７か月ぶりの減少。
葬儀関係費などが含まれる「諸雑費」のほか，贈与金などが減少。

減少）などで減少（対前年同月）。

3.4
3.6
3.8
4.0
4.2
4.4
4.6
4.8
5.0
5.2
5.4
5.6
5.8

-80
-60
-40
-20

0
20
40
60
80

100
120
140
160

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

平成20年 平成21年 平成22年

(月)

完全失業率（右目盛）

▼

完全失業者（左目盛）

▼

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

98

99

100

101

102

103

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

平成20年 平成21年 平成22年

(月)

▲

対前年同月比（右目盛）

指数（左目盛）

▼

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

平成20年 平成21年 平成22年

(月)

消費支出（除く住居等※）

▼
消費支出

▼

(％)

平成22年２月の主要指標

(％)

(平成17年＝100)

(万人) (％)

統計ヘッドライン―統計局月次レポート―　平成22年４月

1



 
「住宅・土地統計調査」は，我が国における住宅の実態や土地の保有状況等を明らか

にする最も基本的な統計調査であり，昭和 23 年以来 5 年ごとに実施しています。平成

20 年調査はその 13 回目に当たり，約 350 万住戸・世帯を対象としています。 

平成 20 年調査結果については，平成 22 年 2 月 24 日に全国編及び全都道府県分，３月

30 日に大都市圏・都市圏・距離帯編の公表が完了しました。以下では，その中から，高齢者

等のための設備・耐震診断に関する結果を紹介します（「住宅・土地統計調査」の詳細につい

ては，こちらをご覧ください。）。 

 
 

 

・高齢者等のための設備がある住宅は 2415 万戸で，住宅全体（4960 万戸）の 48.7％ 

・高齢者等のための設備がある住宅の割合を都道府県別にみると，長野県が 57.0％と最

も高く，沖縄県が 32.5％と最も低い 

・前回調査の平成 15 年と比べてみると，高齢者等のための設備がある住宅の割合は，

すべての都道府県で上昇。また，平成 15 年ではこの割合が 50％以上の都道府県はな

かったが，平成 20 年では約半数の 23 県で 50％以上 

 
高齢者等のための設備がある         高齢者等のための設備がある 
住宅の割合が高い都道府県          住宅の割合が低い都道府県 

 都道府県名 割合（％）   都道府県名 割合（％） 

1 長野県 57.0   1 沖縄県 32.5  
2 山形県 56.3   

2 
宮崎県 

44.4  
3 島根県 56.1   鹿児島県 

 

 

 

・持ち家（3032 万戸）のうち，耐震診断をしたことがある住宅は 313 万戸で，持ち家の

10.3％ 

・耐震診断をしたことがある住宅の割合を都道府県別にみると，東京都が 17.9％と最も高く，

次いで静岡県が 16.6％，神奈川県が 15.2％となっており，関東地方，東海地方の割合が

高い。また，兵庫県や宮城県など大地震の被害があった県でも高い。 

 
耐震診断をしたことがある住宅 

（持ち家）の割合が高い都道府県 
 都道府県名 割合（％） 

1 東京都 17.9  
2 静岡県 16.6  
3 神奈川県 15.2  
4 兵庫県 13.5  
5 愛知県 13.3  
6 宮城県 12.6  

 

【今月の話題】 

「平成 20 年住宅・土地統計調査」の結果より 

 高齢者等のための設備がある住宅の割合は，23 県において 50％以上 

 耐震診断をしたことがある住宅の割合が総じて高い関東地方，東海地方 

（ ）内は都道府県の数 

9.0％  ～       （16） 

6.0％  ～  8.9％（17） 

～  5.9％（14） 
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【就業者数】

・ 就業者数は，25か月連続の減少
・ 主な産業別就業者数は，前年同月に比べ｢製造業｣などが減少

（主な産業別の動向） （就業者数）（１年間の増減数）
　製造業……………………………………1049万人と，54万人減少
　建設業……………………………………  509万人と，10万人減少
　卸売業，小売業…………………………1048万人と，７万人減少
　サービス業（他に分類されないもの）………   459万人と，2万人減少
　　うち　職業紹介・労働者派遣業……  106万人と，3万人増加
　医療，福祉………………………………  659万人と，42万人増加
　宿泊業，飲食サービス業………………  378万人と，12万人増加

【完全失業者数】

・ 完全失業者数は，16か月連続の増加
（主な求職理由別の動向） （完全失業者数）（１年間の増減数）
　非自発的な離職による者 …………  145万人と，26万人増加
　　定年又は雇用契約の満了 ………    35万人と，9万人増加
　　勤め先や事業の都合 ……………  110万人と，16万人増加
　自発的な離職による者 ……………  101万人と，5万人増加
　学卒未就職者 ………………………    11万人と，1年前と同数
　新たに収入が必要な者 ……………    41万人と，1万人減少

【完全失業率（季節調整値）】

11月 12月 １月 ２月
完全失業率(季節調整値)(％)  5.3    → 5.2    → 4.9    → 4.9
対前月増減(ポイント) (+0.1) (-0.1) (-0.3) (0.0)

・ 男性は，5.2％と前月と同率
・ 女性は，4.4％と前月に比べ0.2ポイント低下
・ 15～24歳の完全失業率（原数値）は，9.2％と１年前に比べ0.3ポイント上昇

完全失業率(季節調整値)は，4.9％と前月と同率

【結果の概要】 

労働力調査　平成22年2月分　平成22年３月30日公表

就業者数は，6185万人と前年同月に比べ80万人減少

就業者の対前年同月増減と就業率の対前年同月ポイント差の推移

完全失業者数は，324万人と前年同月に比べ25万人増加
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【総合指数，生鮮食品を除く総合指数，食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合指数】

・ 生鮮食品を除く総合指数は，1月 -1.3％→2月 -1.2％と下落幅が0.1ポイント縮小
・ 食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合指数は，1月 -1.2％→2月 -1.1％と下落幅

が0.1ポイント縮小

【10大費目の前年同月比及び寄与度】

・ 総合指数の前年同月比が1.1％の下落となった内訳を寄与度でみると，食料，光熱・水道，
教養娯楽，家具・家事用品などの下落が要因

[主な内訳］
　10大費目　　　　　　　中分類，前年同月比(寄与度) 　品目，前年同月比(寄与度)

食料 生鮮魚介 -3.8％(-0.06) ････････････ まぐろ -4.0％(-0.01) など

光熱・水道 電気代 -9.4％(-0.30)　
教養娯楽 教養娯楽用耐久財 -20.3％(-0.11) ･･･ テレビ（薄型） -31.0％(-0.04) など

家具・家事用品 家庭用耐久財 -10.6％(-0.10) ･･･････ ルームエアコン -22.1％(-0.04) など

(注)　( )は，前月の前年同月比及び寄与度。各寄与度は，総合指数の前年同月比に対するもの。

【結果の概要】 

10大費目の前年同月比及び寄与度

消費者物価指数（全国）　平成22年2月分　平成22年3月26日公表

総合指数の前年同月比は，1月 -1.3％→2月 -1.1％と下落幅が0.2ポイント縮小

電気代の下落の影響などにより，光熱・水道が5.0％の下落

指数の動き　（平成17年＝100）

生鮮魚介の下落の影響などにより，食料が1.4％の下落

生鮮食品を除く総合総合 食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合
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【二人以上の世帯の消費支出の内訳】

・ 以下の費目などが増減に寄与
・葬儀関係費などが含まれる「諸雑費」（寄与度-0.38)のほか，「贈与金」
  (寄与度-0.26）などが減少
・一方，エコポイント制度の対象であるテレビなどが含まれる「教養娯楽用耐久財」
  （寄与度0.42）などが増加

（注）・｢摘要｣欄は，消費支出の実質増減率への寄与度の大きい項目を掲載。ただし，｢その他の消費支出｣

　　　　については名目増減率の大きい項目を掲載

　　　・｢その他の消費支出｣の実質化には消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を使用

【二人以上の世帯のうち勤労者世帯の実収入，可処分所得】

・ 実収入は，46万5千円で前年同月に比べ実質1.3％の増加となり，7か月ぶりの増加
・ 可処分所得は39万1千円で，前年同月に比べ実質1.5％の増加となり，9か月ぶりの増加

【結果の概要】 

家計調査　平成22年2月分　平成22年３月30日公表

二人以上の世帯の消費支出は26万1千円で，前年同月に比べ実質0.5％の減少

実収入は，前年同月に比べ実質1.3％の増加となり，7か月ぶりの増加

実収入及び可処分所得の対前年同月実質増減率の推移（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）

消費支出の内訳（二人以上の世帯）
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対前年同月増減率(%)

名　目 実　質

261,163 -1.8 -0.5 -0.5 ７か月ぶりの実質減少

61,226 -0.8 0.6 0.14 <増 加> 調理食品,魚介類など ３か月連続の実質増加

14,581 1.3 1.8 0.10 <増 加> 設備修繕・維持など ２か月連続の実質増加

26,593 -4.8 0.2 0.02 <増 加> 電気代,上下水道料など ２か月連続の実質増加

7,895 11.9 18.2 0.48 <増 加> 家庭用耐久財,家事サービスなど ５か月連続の実質増加

9,325 5.0 6.1 0.20 <増 加> 和服,洋服など ２か月ぶりの実質増加

11,767 -1.2 -0.2 -0.01 <減 少> 保健医療サービスなど ２か月連続の実質減少

35,318 -4.7 -6.3 -0.87 <減 少> 自動車等関係費,交通 ３か月ぶりの実質減少

11,727 -6.1 -6.7 -0.31 <減 少> 授業料等など ２か月連続の実質減少

27,458 -0.9 1.7 0.18 <増 加> 教養娯楽用耐久財など ８か月連続の実質増加

55,273 -2.9 (-1.6) (-0.35) <減 少> 贈与金,諸雑費など ３か月連続の減少

消 費 支 出

食 料

住 居

光 熱 ・ 水 道

家 具 ・ 家 事 用品

被 服 及 び 履 物

保 健 医 療

交 通 ・ 通 信

教 育

教 養 娯 楽

その他の消費支出

項　　 目
金　額

実質増減

率 へ の

寄 与 度

(％)

摘　　　　要 備　　考
（円）
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【サービス産業の月間売上高及び従事者数】

・ サービス産業の月間売上高は，20.4兆円で前年同月に比べ8.0％の減少
・ 産業別にみると，「生活関連サービス業，娯楽業」が2.6兆円で前年同月に比べ 16.0％と

最も減少。一方，「医療，福祉」，「教育，学習支援業」の２産業で増加
・ サービス産業の従事者数は，2565万人で前年同月に比べ0.6％の減少
・ 産業別にみると，「情報通信業」，「運輸業，郵便業」など７産業で減少

※ サービス産業動向調査は，平成20年から毎月，全国のサービス産業の事業・活動を行っている事務所・店舗・施設等

の事業所を対象として調査を実施しています。この調査は，サービス産業全体の生産と雇用の動向を把握し，GDPの

四半期別速報（QE）を始めとする各種経済指標の精度向上に資することを目的としています。

サービス産業動向調査　平成22年1月分（速報）　平成22年３月31日公表

サービス産業の月間売上高は，20.4兆円。従事者数は，2565万人

　　　　　　　　　月間売上高（産業大分類別）　　　　　　　　月間売上高の前年同月比（産業大分類別）

　　　　　　　　　従事者数（産業大分類別）　　　　　　　　　　従事者数の前年同月比（産業大分類別）

【結果の概要】 
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【総人口（平成22年3月１日現在概算値）】

・ 総人口は，１億2738万人で，前年同月に比べ，19万人（0.15％）の減少

【総人口・日本人人口（平成21年10月１日現在確定値）】

・ 総人口は，１億2751万人で，前年同月に比べ，18万3千人（0.14％）の減少
・０～14歳人口は，1701万1千人で，前年同月に比べ，16万5千人（0.96％）の減少
・15～64歳人口は，8149万3千人で，前年同月に比べ，80万6千人（0.98％）の減少
・65歳以上人口は，2900万5千人で，前年同月に比べ，78万9千人（2.80％）の増加

・ 日本人人口は，１億2582万人で，前年同月に比べ，12万7千人（0.10％）の減少

（注) ・単位未満は四捨五入してあるため,合計の数字と内訳の計が一致しない場合がある。

・平成17年国勢調査による人口を基準人口としている。

・当月分の人口（概算値）は，算出用データの更新に伴い，５か月後に確定値となる。

【結果の概要】 

人口推計　平成22年３月23日公表

総人口は，１億2738万人

総人口は，１億2751万人。日本人人口は，１億2582万人

年齢（５歳階級），男女別推計人口

平 成 21 年 10 月 １ 日 現 在 (確定値) 平成22年３月１日現在 (概算値)

年齢階級　 総　人　口 日 本 人 人 口 総　人　口

男女計 男 女 男女計 男 女 男女計 男 女

　　　   人　　口　　　（単位　千人） 　　　 人　　口　　　（単位　万人）

総   数 127,510 62,130 65,380 125,820 61,339 64,481 12738 6204 6533

０ ～ ４歳 5,376 2,756 2,620 5,323 2,729 2,594 537 276 262

５ ～ ９ 5,685 2,915 2,771 5,639 2,891 2,748 564 289 275

10 ～ 14 5,949 3,048 2,902 5,902 3,023 2,879 593 304 289

15 ～ 19 6,079 3,112 2,966 6,001 3,076 2,924 607 311 296

20 ～ 24 6,913 3,550 3,363 6,677 3,438 3,239 682 350 332

25 ～ 29 7,502 3,832 3,670 7,272 3,718 3,553 745 381 364

30 ～ 34 8,591 4,361 4,230 8,394 4,269 4,126 844 429 416

35 ～ 39 9,715 4,918 4,797 9,535 4,838 4,697 972 492 480

40 ～ 44 8,581 4,323 4,258 8,424 4,257 4,167 861 434 427

45 ～ 49 7,826 3,932 3,894 7,703 3,878 3,825 788 396 392

50 ～ 54 7,740 3,863 3,877 7,651 3,823 3,828 766 382 384

55 ～ 59 9,133 4,517 4,616 9,061 4,482 4,579 888 439 449

60 ～ 64 9,413 4,603 4,810 9,356 4,574 4,782 970 474 495

65 ～ 69 8,385 4,005 4,380 8,342 3,984 4,357 831 396 434

70 ～ 74 6,911 3,199 3,712 6,879 3,184 3,695 694 322 373

75 ～ 79 5,813 2,527 3,285 5,791 2,518 3,274 588 256 332

80 ～ 84 4,236 1,655 2,581 4,221 1,648 2,573 429 168 261

85歳以上 3,661 1,013 2,648 3,648 1,007 2,641 379 106 273

(再 掲)     

０～14歳 17,011 8,718 8,293 16,864 8,644 8,221 1694 868 826

15～64 81,493 41,012 40,481 80,075 40,355 39,720 8123 4088 4035

65歳以上 29,005 12,399 16,606 28,881 12,341 16,540 2921 1249 1672

うち75歳以上 13,710 5,195 8,515 13,660 5,173 8,487 1396 530 866

０～14歳 13.3 14.0 12.7 13.4 14.1 12.7 13.3 14.0 12.6

15～64 63.9 66.0 61.9 63.6 65.8 61.6 63.8 65.9 61.8

65歳以上 22.7 20.0 25.4 23.0 20.1 25.7 22.9 20.1 25.6

うち75歳以上 10.8 8.4 13.0 10.9 8.4 13.2 11.0 8.5 13.2

 割　　合　　（単位　％）
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【移動者数】

・ 市区町村間移動者数は，33万4187人で前年同月に比べ7074人（2.1％）の減少
・ 都道府県間移動者数は，13万7843人で前年同月に比べ9175人（6.2％）の減少
・ 都道府県内移動者数は，19万6344人で前年同月に比べ2101人（1.1％）の増加

【３大都市圏】

【結果の概要】 

　　　　　　　　　転入超過数の推移　　　　　　　　 　　 　　　転入超過数の対前年同月増減の推移

転入者数，転出者数及び転入超過数

住民基本台帳人口移動報告　平成22年2月分　平成22年3月29日公表

市区町村間移動者数は，33万4187人

　　　　　　　　　　移動者数の推移　　　　　　　　　　　　　　　移動者数の対前年同月増減の推移
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平成22年２月 23,984 21,668 2,316 6,289 7,000 -711 10,756 12,214 -1,458

平成21年２月 26,550 22,265 4,285 7,488 8,275 -787 11,727 12,546 -819
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総務省統計局統計調査部調査企画課調査官 高田 聖治 

  

総務省統計局では，「社会生活統計指標 -都道府県の指標-2010」及び「統計でみ

る都道府県のすがた2010」を取りまとめ，ホームページに掲載しました。 

 今回掲載したのは都道府県別のデータですが，今年6月には，「統計でみる市区町村の

すがた2010」を取りまとめ，ホームページも更新する予定です。 

 

 

社会生活統計指標 

-都道府県の指標-2010 

 

こんなところが使いやすい 

(1) 都道府県別のデータを幅広くカバー  

 社会生活統計指標は，面積や降水量等の自然環境，人口等の社会統計，県民所得等の

経済統計，教育や医療福祉等の生活基盤統計等，統計局で実施している統計調査結果に

限らず，幅広い分野の統計をカバーしています。「役所ごとに統計がバラバラで，必要

な統計がどこにあるのか探しにくい」といった不満も解消できます。 

(2) 時系列データを整備  

 今回取りまとめた「社会生活統計指標 -都道府県の指標-2010」では，原則として，

平成12年度，17年度及び最新年度の3年次分を掲載しています。政府統計の総合窓口

（e-Stat）の「地域別統計データベース」を御利用いただくと，更に長期かつ詳細な時

系列データが利用できます。 

 

 

【統計局からのメッセージ】 

地域の姿を統計でとらえる  

－ 統計でみる都道府県・市区町村のすがた － 
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(3) 市町村合併を反映（地域別統計データベース）  

 市町村別の統計を分析する際，合併があった市町村のデータの処理を行うのはけっこ

う面倒なものです。「地域別統計データベース」では，データ収集対象期間の最新年次

における市町村単位でデータを整理しており，市町村別の比較を時系列で行う場合に，

特に威力を発揮します。 

こんな使い方も・・・ 

(1) 行政施策の基礎データ  

 地方自治体の行政を行う際の基礎データとなるだけでなく，皆さんが「我が市は他の

市町村と比べてどうなのか」などを判断するときにも重要なデータとなります。 

(2) マーケティング等のデータ  

 地域の人口や世帯数，事業所数，学校数など，多様なデータを整備しているので，企

業のマーケティング等にも活用できます。 

(3) 学校教育にも・・・  

 地域別のデータは社会科に不可欠ですし，表計算ソフトを使って市町村別ランキング

を付けるとクイズにも使えます。また，数学の授業でも，グラフや相関係数を学ぶ際に

うってつけのデータです。 

 例えば，「I．健康・医療」の「表番号11 死亡率・平均余命」をみると，2005年の

日本一の長寿県（0歳時の平均余命が最も長い県）は，男性が長野県の79.84年（全国

78.56年），女性が沖縄県の86.88年（全国85.52年）であることが分かります。 

 皆様の幅広い御利用を期待しております。 

 

本文は「統計Today No.20」（平成22年3月4日） http://www.stat.go.jp/info/today/020.htm

より，一部編集の上，引用しました。 
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　平成22年

４月

６日 家計消費状況調査 支出関連項目 平成22年２月分（速報）

13日 家計調査 家計消費指数（二人以上の世帯） 平成22年２月分

家計消費状況調査 支出関連項目 平成22年２月分（確報）

16日 人口推計 平成21年10月１日現在推計人口

20日 人口推計 平成21年11月１日現在確定値及び平成22年４月１日現在概算値

28日 住民基本台帳人口移動報告 平成22年３月分

住民基本台帳人口移動報告 移動者数及び移動率の状況 平成21年分

サービス産業動向調査 平成22年２月分（速報）及び平成21年11月分（確報）

30日 労働力調査 基本集計 平成22年３月分，平成22年１～３月期平均及び平成21年度平均

家計調査 家計収支編（二人以上の世帯） 平成22年３月分

消費者物価指数 全国 平成22年３月分及び平成21年度平均

消費者物価指数 東京都区部（中旬速報値） 平成22年４月分

小売物価統計調査 全国 平成22年３月分及び平成21年平均

小売物価統計調査 東京都区部 平成22年４月分

５月

７日 家計消費状況調査 支出関連項目 平成22年３月分，平成22年１～３月期平均及び平成21年度平均（速報）

14日 家計調査 家計収支編（二人以上の世帯、総世 平成22年１～３月期平均及び平成21年度平均

家計調査 貯蓄・負債編（二人以上の世帯） 平成21年10～12月期平均及び平成21年平均

家計調査 家計消費指数（二人以上の世帯） 平成22年３月分及び平成22年１～３月期平均

家計調査 家計消費指数（総世帯、単身世帯） 平成22年１～３月期平均

家計消費状況調査 支出関連項目 平成22年３月分，平成22年１～３月期及び平成21年度平均（確報）

家計消費状況調査 ＩＴ関連項目 平成22年１～３月期平均

18日 労働力調査 詳細集計 平成22年１～３月期平均

19日 個人企業経済調査 動向編 平成22年１～３月期（速報）

20日 人口推計 平成21年12月１日現在確定値及び平成22年５月１日現在概算値

27日 住民基本台帳人口移動報告 平成22年４月分

個人企業経済調査 動向編 平成22年１～３月期及び平成21年度（確報）

28日 労働力調査 基本集計 平成22年４月分

家計調査 家計収支編（二人以上の世帯） 平成22年４月分

消費者物価指数 全国 平成22年４月分

消費者物価指数 東京都区部（中旬速報値） 平成22年５月分

小売物価統計調査 全国 平成22年４月分

小売物価統計調査 東京都区部 平成22年５月分

31日 サービス産業動向調査 平成22年３月分，平成22年１～３月期及び平成21年度（速報）

平成21年12月分，平成21年10～12月期及び平成21年（確報）

６月

４日 家計消費状況調査 支出関連項目 平成22年４月分（速報）

11日 家計調査 家計消費指数（二人以上の世帯） 平成22年４月分

家計消費状況調査 支出関連項目 平成22年４月分（確報）

21日 人口推計 平成22年１月１日現在確定値及び平成22年６月１日現在概算値

25日 消費者物価指数 全国 平成22年５月分

消費者物価指数 東京都区部（中旬速報値） 平成22年６月分

消費者物価指数 消費者物価地域差指数 平成21年平均

小売物価統計調査 全国 平成22年５月分

小売物価統計調査 東京都区部 平成22年６月分

28日 住民基本台帳人口移動報告 平成22年５月分

29日 労働力調査 基本集計 平成22年５月分

家計調査 家計収支編（二人以上の世帯） 平成22年５月分

30日 サービス産業動向調査 平成22年４月分（速報）及び平成22年１月分（確報）

平成21年経済センサス－基礎調査 速報集計結果

7月

５日 家計消費状況調査 支出関連項目 平成22年５月分（速報）

12日 個人企業調査 構造編 平成21年度

13日 家計消費状況調査 支出関連項目 平成22年５月分（確報）

14日 家計調査 家計消費指数（二人以上の世帯） 平成22年５月分

20日 人口推計 平成22年２月１日現在確定値及び平成22年7月１日現在概算値

29日 住民基本台帳人口移動報告 平成22年６月分

30日 消費者物価指数 全国 平成22年６月分

消費者物価指数 東京都区部（中旬速報値） 平成22年７月分

小売物価統計調査 全国 平成22年６月分

小売物価統計調査 東京都区部 平成22年７月分

労働力調査 基本集計 平成22年６月分及び平成22年４月～６月期平均

家計調査 家計収支編（二人以上の世帯） 平成22年６月分

下旬 サービス産業動向調査 平成22年２月分（確報）

今後の公表予定（平成22年4月～7月）

公表予定日 調査・統計名 集計区分 データ時期（及び周期調査の公表区分）
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・労働力調査　～完全失業率など雇用・失業の実態を毎月明らかにする
（トップ）http://www.stat.go.jp/data/roudou/index.htm　（結果の概要）http://www.stat.go.jp/data/roudou/2.htm

・消費者物価指数　～世帯が購入する家計に係る財及びサービスの価格等を総合した物価の変動を時系列的に測定する
（トップ）http://www.stat.go.jp/data/cpi/index.htm　（結果の概要）http://www.stat.go.jp/data/cpi/1.htm

・小売物価統計調査　～国民の消費生活上重要な商品の小売価格，サービスの料金及び家賃を調査し，消費者物価指数その他

　　　　　　　　物価に関する状況を明らかにする

（トップ）http://www.stat.go.jp/data/kouri/index.htm　（結果の概要）http://www.stat.go.jp/data/kouri/3.htm

・家計調査　～世帯における家計収支の実態を毎月把握する

（結果の概要）①（家計収支編）http://www.stat.go.jp/data/kakei/2.htm#new

　　　　　　　②（貯蓄・負債編）http://www.stat.go.jp/data/sav/1.htm

　　　　　　　③（家計消費指数）http://www.stat.go.jp/data/gousei/index05.htm

・家計消費状況調査　～家計調査を補完し，購入頻度が少ない高額商品・サービスなどへの消費や，IT関連の消費などの実態を安定的

                  に捉える

（トップ）http://www.stat.go.jp/data/joukyou/index.htm　（統計表一覧）http://www.stat.go.jp/data/joukyou/12.htm

・サービス産業動向調査　～サービス産業全体の生産と雇用の動向を把握する
（トップ）http://www.stat.go.jp/data/mssi/index.htm　（結果の概要）http://www.stat.go.jp/data/mssi/kekka.htm

・個人企業経済調査　～個人経営の事業所（個人企業）の経営実態を明らかにする
（トップ）http://www.stat.go.jp/data/kojinke/index.htm　（結果の概要）http://www.stat.go.jp/data/kojinke/kekka.htm

・人口推計　～国勢調査による人口を基に，各月の人口の動きを他の人口関連資料から得て，毎月1日現在の人口を算出する
（トップ）http://www.stat.go.jp/data/jinsui/index.htm　（結果の概要）http://www.stat.go.jp/data/jinsui/5.htm

・住民基本台帳人口移動報告　～住民基本台帳に基づき，月々の国内の都道府県，大都市間の転入・転出の状況を明らかにする
（トップ）http://www.stat.go.jp/data/idou/index.htm　（結果の概要）http://www.stat.go.jp/data/idou/4.htm

・国勢調査　～国内の人口及び世帯の実態を把握する
（トップ）http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/index.htm

・住宅・土地統計調査　～住宅及び世帯の居住状況等の実態を把握する
（トップ）http://www.stat.go.jp/data/jyutaku/2008/index.htm

・全国消費実態調査　～全国及び地域別に世帯の消費・所得・資産に係る水準，構造，分布などを明らかにする
（トップ）http://www.stat.go.jp/data/zensho/2009/index.htm

・全国物価統計調査　～価格の店舗間格差，銘柄間格差，地域間格差など価格差の実態を把握し，物価に関する状況を明らかにする
（トップ）http://www.stat.go.jp/data/zenbutu/2007/index.htm

・就業構造基本調査　～就業及び不就業の状態を調査し，全国及び地域別の就業構造に関する状況を明らかにする
（トップ）http://www.stat.go.jp/data/shugyou/2007/index.htm

・社会生活基本調査　～国民の生活時間の配分及び自由時間等における主な活動について調査し，国民の社会生活の実態を明らかに

                  する

（トップ）http://www.stat.go.jp/data/shakai/2006/index.htm

・科学技術研究調査　～科学技術に関する研究活動の状態を調査し，科学技術振興に関する状況を明らかにする
（トップ）http://www.stat.go.jp/data/kagaku/2009/index.htm

・経済センサス-基礎調査　～我が国における産業や従業者規模別の基本的な構造を明らかにする
（トップ）http://www.stat.go.jp/data/e-census/2009/index.htm

・経済センサス-活動調査　～我が国全体の産業を対象とした包括的な産業構造統計を作成する
（トップ）http://www.stat.go.jp/data/e-census/2011/shiken2/index.htm

利用案内

●その他，総務省統計局が所管する調査・統計については，下記URLを御参照ください。

（トップ）http://www.stat.go.jp/data/kakei/index.htm

●各統計の概要や結果の詳細を御利用される場合は，下記URLをご参照ください。
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